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(趣旨 ) 

第 1 条 この 要領 は 、 岩 手 県 広告 取扱 要綱 (以下 「 広 告 要綱 」 と いう 。) 第 12 条 第 3 項 の 規定 に 
基づき 、 岩 手 県 (以下 「 県 」 と いう 。) が 発 付す る 自動 車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 へ の 広告 
更 載 に つい て 必要 な 事項 を 定め る も の と する 。 

(広告 の 名 称 及び 内 容 ) 

第 2 条 広告 要綱 第 4 条 第 1 与 に 規定 する 広告 媒体 の 名 称 及 び 内 容 に つい て は 、「 自 動車 税 種別 割 
納税 通知 書 用 封筒 広告 」 と する 。 

(広告 の 規格 及び 数 量 等 ) 

第 3 条 広告 要綱 第 4 条 第 2 号 に 規定 する 募集 する 広告 の 規格 及び 数 量 並び に 広告 掲載 の 期間 に 
つい て は 、 県 が 別に 定め る も の と する 。 

(広告 掲載 の 要件 ) 

第 4 条 広告 要綱 第 4 条 第 3 与 に 規定 する 広告 掲載 に 関す る 基準 (以下 「 広 告 掲載 の 要件 」 と い 
う 。) に つい て は 、 広 告 要 網 第 2 条 第 2 項 に 規定 する 岩手 県 広告 取扱 基準 第 4 及び 第 5 並び に 
県 が 別に 定め る 基準 の 規定 を 適用 する も の と する 。 

(広告 掲載 の 申込 み の 時 期 及 び 方 法 ) 

第 5 条 広告 要綱 第 4 条 第 4 号 に 規定 する 申込 み の 時 期 及 び 方 法 に つい て は 、 自 動車 税 種別 割 納 
税 通 知 書 用 封筒 広告 掲載 申込 書 (様式 第 1 号 ) に より 、 県 が 指定 する 日 まで に 、 県 に 広告 の 掲 
載 を 申し 込む も の と する 。 

(広告 掲載 料 ) 

第 6 条 広告 要綱 第 4 条 第 5 号 に 規定 する 広告 掲載 料 の 基準 と な る 額 は 、 広 告 掲載 料 の 募集 最低 
価格 と し て 県 が 別に 定め 、 募 集 に 係る 公告 の 際 に 提示 する 。 

2 広告 デザ イン 等 の 作成 に 要する 費用 は 、 広 告 掲載 を 申し 込ん だ 者 の 負担 と する 。 

(広告 掲載 の 募集 ) 

第 7 条 広告 は 、 原 則 と し て 県 ホー ムペ ー ジ に より 公募 する も の と する 。 
(広告 主 の 選定 及び 通知 ) 

第 8 条 県 は 、 第 5 条 の 規定 に よる 申込 み が あ っ た と き は 、 当 該 申込 み 者 及び 申込 み に 係る 広告 
の 内 容 が 、 自 動車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 に 掲載 する も の と し て 適当 で ある と 認め られ る も 
の で ある か を 広告 掲載 の 要件 に より 審査 し た うえ で 、 広 告 掲載 申込 書 に 記載 され て いる 申込 み 
額 が 最も 高い 者 (以下 「 最 高額 で の 申込 み 者 」 と いう 。) を 広告 主として 選定 する 。 

2 前 項 の 選定 に お いて 、 最 高額 で の 申込 み 者 が 2 者 以上 ある と き は 、 く じ に より 広告 主 と な る 
者 を 決定 する 。 
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の と する 。 





前 2 項 の 規定 に よる 広告 主 の 選定 
E 税 種別 割 納 
し 込ん だ 者 に 通知 する も の と する 。 
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県 は 、 
め る と き は 
広告 主 は 、 
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第 11 条 
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に 使用 する 主 な 
に は 、 次 の 事項 に つい て 明確 か つ 明 瞭 に 表示 し な けれ ば な ら な い 。 
(1) 広告 主 の 名 称 及 び 問 い 合 わせ 先 
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こよ り 提 
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ら 及 び 広 告 の 内 容 が 、 
県 か ら そ の 証明 を 求め られ た 場 
これ を 拒ん で は な ら な いも の と する 。 
は 、 広 告 主 に 関す る こと 又は 広告 の 内 容 に つき 、 
こ 応 じ 説 明 す る も の と し 、 
載 に より 第 三 者 に 





これ を 











解決 し な けれ ば な ら な いも の と する 。 
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互 ん で 
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広告 
広告 





きま 当 


載 の 要件 に 該当 





掲 





カ か 


主 と 取 り 交 わす も 





稿 を 提出 し 


に 該当 する と 誰 
衛 出 を 求め る こと が で きる 。 この 場合 、 





封筒 が 作成 され た こと に つい て 、 
に 、 そ の 通知 
求 す る も の 


ら 起 算 


主 に 対し て その 発 付 の 実績 を 報告 する こと と する 。 


する も の で な いこ と 
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へ 
FT ロ 


は 、 速 や か に こ 





県 か ら 
は な ら な いも の と する 。 
場合 は 、 広 告 主 の 責任 及び 負担 








に 応じ 証 


説明 を 求め られ た 場合 








明 す る 


こ は 、 


に お いて 


(契約 の 解除 ) 

第 14 条 県 は 、 次 に 揚げ る いずれ か に 該当 する と き は 、 広 告 主 と の 契約 を 解除 する こと が で き 
る も の と する 。 

(1) 県 に よる 自動 車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 の 使用 まで に 、 広 告 主 目 ら 又 は 広告 の 内 容 が 
広告 掲載 の 要件 に 該当 し た と き 

(2) 正当 な 理由 な く 第 10 条 第 3 項 に 規定 する 広告 の 原稿 の 提出 を 遅滞 し た と き 

(3) 正当 な 理由 な く 第 10 条 第 4 項 に 規定 する 修正 又は 再 提出 に 応じ な いと き 

(4) 正当 な 理由 な く 第 13 条 第 1 項 及 び 第 2 項 に 規定 する 県 の 求め に 応じ な いと き 

2 県 は 、 前 項 の 規定 に より 契約 を 解除 し た 場合 は 、 広 告 掲載 料 の 100 分 の 10 に 相当 する 人 額 の 
違約 金 を 広告 主 に 請求 す も ねこ と が で きる も の と する 。 

3 広告 主 は 、 第 1 項 の 規定 に より 契約 を 解除 され た 場合 は 、 県 に 生じ た 損害 を 賠償 し な けれ ば 
な ら な いも の と する 。 

4 県 は 、 第 1 項 の 規定 に より 契約 を 解除 し た と き は 、 当 該 広告 主 に 対 し 、 そ の 冒 を 文書 に より 
理由 を 付 し て 通知 する も の と する 。 

































































































































































































































































































































































(協議 ) 
第 15 条 この 要領 に 定め の な い 事 項 に つい て 疑義 が 生じ た 場合 は 、 県 と 広告 主 双 方 が 誠意 を も 
っ て 協議 し 、 解 決 を 図る も の と する 。 















































(裁判 管轄 
第 16 条 この 要 


ュー ン 









































に 定め る 広告 掲載 に 関す る 訴訟 は 、 盛 岡 地方 裁判 所 に 提訴 する も の と する 。 








dy 


(その 他 ) 
第 17 条 この 要領 に 定め る も の の ほか 、 広 告 の 取扱 い に 関し て 必要 な 事項 は 、 県 が 別に 定め る 
も の と する 。 











附 則 
この 要領 は 、 平成 20 年 11 月 18 日 か ら 施行 し 、 平成 21 年 度 分 の 自動 車 税 納税 通知 書 用 封筒 広 
告 か ら 適 用 する 。 



























































附 則 
この 要領 は 、 平成 24 年 11 月 21 日 か ら 施行 し 、 平成 25 年 度 分 の 自動 車 税 納税 通知 書 用 封筒 広 
告 か ら 適 用 する 。 



























































附 則 
この 要領 は 、 平成 25 年 11 月 18 日 か ら 施行 し 、 平成 26 年 度 分 の 自動 車 税 納税 通知 書 用 封筒 広 
告 か ら 適 用 する 。 






















































































この 要領 は 、 平 成 30 年 11 月 6 日 か ら 施行 し 、 平 成 31 年 度 分 の 自動 車 税 納税 通知 書 用 封筒 広 
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1 は 、 令 和 2 年 10 月 23 日 か ら 施 行 し 、 令 和 3 年 度 分 の 自動 車 税 種別 割 納税 通知 
適用 する 。 
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1 は 、 令 和 3 年 11 月 29 日 か ら 施行 し 、 令 和 4 年 度 分 の 自動 車 税 種別 割 納税 通知 
適用 する 。 
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こと 、 妊 手 県 広告 取扱 要綱 及び 広告 取扱 






























































割 納税 通知 書 用 封筒 へ の 広 
及び その 添付 書類 に つい て は 、 


と に 
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掲載 を 下記 の と お り 














準 並 びに 自 


事実 と 相違 な いこ と 、 法 令 
動車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 広告 掲載 要 

































































H 封 筒 広告 掲載 要領 第 5 条 の 規定 に 基づき 、 














「 し 込み ます 。 

















年 度 自 動車 税 
等 を 遵守 し て いる 
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領 及 び 自 動車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封 筐 広告 掲載 基準 を 遵守 する こと 、 県 税 に 未納 が な いこ と 
びに 消費 税 及 び 地 方 消費 税 に 未納 が な いこ と を 規約 し ます 。 
年 日 
岩手 県 知事 あて 
1 込 者 住所 
商号 又は 名 称 
代表 者 氏名 

1 広告 の 内 容 (※1) 

2 広告 掲載 の 申込 み 額 ] 

( 税 抜き 価格 は 、 ] 以 上 と し て くだ さい 。) ( 税 抜き 価格 円 ) 

3 連絡 先 
(1) 担当 者 部 署 (2) 担当 者 氏名 
(3) 電話 番号 (4) FAX 番号 
(5) Eーma i 1 アド レス 
(6) ホー ムペ ー ジ URL 

4 添付 書 欧 
(1) 法人 ・ 団 体 の 定款 、 寄 附 行為 又は 規約 の 写し (個人 事業 主 の 場合 は 住民 票 の 写し ) 
(2) 込 者 の 業種 、 事 業 内 容 、 及 び 広 告 の 内 容 が わか る も の (会 社 概要 、 パ ン フ レッ ト 等 ) 
(3) 県 税 に 未納 が な いこ と を 証明 する 納税 証明 書 並 びに 消費 税 及 び 地 方 消費 税 に 未納 が な 

いこ と を 証明 する 納税 証明 書 (※2) 
(4) 広告 原稿 (図案 の ラフ や スケ ッ チ な ど 、 イ メー ジ の も の で 構い ませ ん 。) 

※1 「 広 告 の 内 容 」 の 欄 は 、 申 込 時 点 で の 予定 内 容 (例え ば 、「 〇 〇 の イメ ー ジ アッ プ 広 告 」 等) を 記載 し 、 別 
に 広告 原稿 (「4 添付 書類 」 の (4)) を 添付 し て くだ さい 。 掲載 する 広告 原稿 に つい て は 、 広 告 主 決定 後に 提 
出し て いた だ きま す が 、 広 告 掲載 に みさ わし く な い 場 合 に は 、 内 容 の 変更 を お 願い する こと が あり ます 。 

※2 県 税 に 未納 が な いこ と を 証明 する 納税 証明 書 に つい て は 、 広 域 振 興 局 の 税務 担当 窓口 に 、 納 税 証明 書 交付 
請求 書 (様式 第 111 号 ア ) を 提出 する こと に より 交付 を 請求 し て くだ さい 。 消費 税 及び 地方 消費 税 に 未納 が な 
いこ と を 証明 する 納税 証明 書 に つい て は 、 税 務 署 に 交付 を 請求 し て くだ さい 。 
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封筒 へ の 広告 











だ さい 。 

















1 掲載 料 
(うち 消 


掲 
つき まし て は 、 自 動車 税 種別 割 納税 通知 書 
び 同 要領 第 10 条 の 規定 に 基づき 作成 し た 広告 


様式 第 2 号 (第 8 条 関 係 ) 
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条 税 通知 書 用 封筒 広告 掲載 ( 不 掲載 ) 通知 書 
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【 掲 載 す る こと と し た 場合 】 











月 日 付け で 





















































込み の あり まし た 
江 に つい て は 、 下 記 の と お り 決 定 い た し まし た の で 通知 し ます 。 


Hy 
3 
am 


























岩手 県 知事 











年 度 自動 車 税 種別 割 納税 通知 



























































上 

















や 
中 
財 正 天下 





4 





uh 
ロレ 


年 





に より 、 広 告 を 掲載 し た 
に よる 通知 が な され た 
法 に より 納付 し て くだ さい 。 
E し く は 、 別 途 通 知 し ます 。 


掲載 料 の 納付 


税 及 び 地 方 消費 税 



























































記 


H 動車 税 種別 割 納税 通 
日 の 人 翌日 か ら 』 





原稿 を 


























印 














封筒 広告 掲載 要領 第 9 条 の 規定 に 基づく 契約 
年 月 日 まで に 提出 し 











包 算 し て 15 日 




















【 掲 載 し な いこ と と し た 場合 】 


月 日 付け で 申込 み の あ り 








封筒 へ の 広告 掲載 に つい て は 、 掲 』 




















坦 載 し な いこ と と じじ た 



































戦 し な いこ と と 深 





記 


だ し に 


定 い た し 











年 度 自 動車 税 種別 割 納税 通知 
































E し た の で 通知 し ます 。 








書 及 
< 


i 知 書 用 封筒 が 作成 され た こと に つい て の 
を 経過 する 日 まで に 、 県 が 別に 


定め 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































様式 第 3 号 (第 9 条 関 係 ) 
自動 車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 へ の 広告 掲載 に 関す る 契約 書 上 -------- 

契約 の 名 称 年 度 自動 車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 へ の 広告 掲載 に 関す る 契約 
契約 金額 (うち 取引 に 係る 消費 税 及び 地方 消費 税額 ] ) 
契約 保証 金 免除 

岩手 県 (以下 「 甲 」 と いう 。) と (以下 「 刀 |」 と いう 。) と は 年 度 自 動車 税 
竹 別 制 納税 通知 書 用 対価 に と が 作成 し た 広告 を 掲載 する こと に つい て 、 次 の 条項 に より 現 約 を 細 
結 す る 。 

(広告 の 作成 及び 掲載 ) 

第 1 条 と は 、 岩 手 県 広告 取扱 要綱 及び 岩手 県 広告 取扱 基準 並び に 自動 車 税 種別 割 納税 通知 書 用 
封筒 広告 掲載 要領 及び 自動 車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 広告 掲載 基準 に 基づき 、 自 動車 税 種別 
割 納税 通知 書 用 封筒 に 掲載 する 広告 を 作成 する も の と する 。 

2 乙 は 、 自 動車 税 種別 割 納税 通知 書 用 封筒 に 掲載 する 広告 に つい て 、 事 前 に 甲 に 承諾 を 得る も 
の と する 
(苦情 等 の 処理 等 ) 

第 2 条 と は 、 甲 に 対し 、 乙 が 作成 し た 広告 が 法令 等 に 違反 せ ず 、 い か な る 第 三 者 の 権利 も 侵害 
する も の で は な いこ と を 保証 する も の と する 。 

2 乙 は 、 こ の 契約 の 履行 に 当たり 、 乙 の 責 に 帰す べき 事由 に より 甲 が 第 三 者 か ら 苦 情 、 損 害 賠 
貫 請 求 等 を 受け た と き は 、 そ の 責任 及び 負担 に お いて i ら な い 。 

3 乙 は 、 こ の 契約 の 履行 に 当たり 、 乙 の 責 に 帰す べき 事由 に に 損害 又は 損失 が 発生 し た 
場合 に お いて !【! i 

4 甲 は 、 乙 が 作成 し た 広告 を 掲載 し た こと に より 乙 に 損害 が 発生 し た 場合 で も 、 乙 に 対し て 何 








ら の 責任 も 負わ な い 。 

























































































































































































(広告 掲載 料 ) 

第 3 条 は 、 広 告 掲載 料 と し て 頭 書 の 金額 を 甲 に 支払 う も の と する 。 

2 広告 掲載 料 は 、 甲 が 発行 する 納入 通知 票 に より 、 甲 が 定め る 期日 まで に 支払 わな けれ ば な ら 
な い 。 

3 乙 は 、 広 告 掲載 料 を 前 項 の 期日 まで に 支払 わな か っ た と き は 、 当 該 広告 掲載 科 に つい て 、 遅 
延 日 数 に 応じ 、 年 (会 計 規 則 第 117 条 第 1 項 に 規定 する 割合 ) パー セン ト の 割合 で 計算 し た 悦 
延 損害 金 を 甲 に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 

(広告 の 掲載 の 中 止 ) 

第 4 条 甲 は 、 乙 の 責 に 帰す べき 事由 に より 広告 を 掲載 する こと が で き な い と 甲 が 認め た 場合 は 、 

広告 の 掲載 を 中 止 す る こと が で きる 。 




















2 


3 


4 


前 項 の 規定 に より 昌 
切 の 債務 


に 関す る 期 B 











と は 、 第 1 項 
の 10 に 相当 3 
な いと 認 



































は 、 前 項 の 上 








な ら な い 。 


5 


料 の 減額 請 


第 5 条 甲 は 、 乙 が こ 
若しくは 営業 有 
等 に 関す る 法 各 





選 は 、 第 1 項 の 規定 に より H 














(契約 の 解除 ) 











ゴゴ 





2 条 第 2 号 に 規 
る 者 (以下 「 又 力 団 
除 す る こと が で きる 。 





2 


3 


4 


5 


求 そ の 他 一 切 の 


(不当 介入 【 
第 6 条 乙 は 、 





ほ き の 規 定 に より 甲 が 広告 の 掲 
する 額 を 賠償 金 と 
る 場合 は この 限り で な い 。 
音 償 金 の 額 を 

















が 広告 の 掲載 を 中 止 
ほ の 利益 を 直ちに 











し て 甲 に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 


超え て 甲 に 


























希 害 を 及ぼ し た と き は 、 そ の 























A 害 賠 償 請 求 そ の 他 一 























を 代表 する 者 等 、 





























その 経営 に 関与 する 者 が 、 
(平成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 6 号 に 規 
E す る 禁 力 団 を いう 。 以 下 同じ 。) 若しくは 駿 力 団員 と 密接 な 関係 


員 等 」 と いう 。) で ある こと が 判明 し た と き は 、 人 催告 な し に この 契約 を 解 


BB が 広告 の 掲載 を 中 止 し た 場合 に お いて は 、 甲 【 
切 の 請求 を 行う こと が で き な い 、。 

















肖 を 中 止 し た 場合 に お いて は 、 広 告 掲 


し た 場合 に お いて は 、 乙 は 、 甲 に 対し て 負担 する 一 
に 喪失 する 。 














載 料 の 100 分 
た だ し 、 甲 が 特に 損害 額 が 




















順 害 額 を 賠償 し な けれ ば 




















こ 対 し 、 広 告 掲載 


の 契約 に 違反 し た と き 又 は 乙 の 代表 者 、 役 員 (執行 役員 を 含む 。) 又は 支店 
茜 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 















































E す る 桑 力 団員 又は 芋 力 団 ( 法 第 


を 有 し て い 














前 項 の 規定 に より 甲 が この 契約 を 解除 し た 場合 に お いて は 、 と は 、 
の 債務 に 関す る 期限 の 利益 を 直ちに 喪失 する 。 








は 、 第 1 項 の 規定 
10 に 相当 する 額 を 違約 金 


























選 は 、 前 項 の 違約 金 の 額 を 超え て 甲 
な ら な い 。 
第 1 項 の 規定 ( 


























に より 甲 が こ 
と し て HH 














の 契約 を 解除 し た 場合 に お いて は 
BB に 支払 わな けれ ば な ら な い 。 














に 損害 を 及ぼ し た と き は 、 そ の 
























































に 対し て 負担 する 一 


、 広 告 掲載 料 の 100 分 の 


順 害 額 を 賠償 し な けれ ば 























り 甲 が この 契約 を 解除 し た 場合 に お いて は 、 と は 、 甲 に 対し て 損害 賠償 請 











正 な 





な ら な い 。 


(秘密 の 保持 ) 


第 7 条 甲 及 びと は 


第 8 条 


(権利 義務 の 
条 の は 、 こ の 契約 に 























な い 。 


(その 他 ) 


ara 


第 9 条 


こ 対 する 措置 ) 
この 契約 の 履行 に 当たっ て 、 ラ 共 力 団 又 は 暴力 団員 等 
履行 を 妨げ る 妨害 を 受け た と き は 





の 譲渡 


この 契約 に より 難い 事情 




















、 こ の 契約 の 


等) 














求 を 行う こと が で き な い 。 






































に よる 不当 要求 又は 契約 の 適 





























よっ て 生ずる 本 





利 又 は 義務 を 第 三 者 に 譲渡 し 




















3 生じ た と き 、 又 は こ 


に 報告 する と と も に 、 警 察 署 に 
































879 


の 契約 に つい て 疑義 が 生じ し た と き は 


出 を 行わ な けれ ば 


履行 上 知り 得 た 相手 方 の 秘密 を 他 に 漏らし て は な ら な い 。 


又は 承継 させ て は な ら 




















協議 する も の と する 。 


テー 


この 契約 締結 の 証 と し て 、 本 書 2 通 を 作成 し 、 甲 、 乙 記名 押印 し て 、 そ れ ぞ れ そ の 1 通 を 保有 
する も の と する 。 



































Hy 
ul! 
am 




































































氏 名 人 











(法人 に あっ て は 、 そ の 名 称 及 び 代 表 者 の 氏名 ) 


